
 

 

報 道 発 表 
                            科学技術・学術政策研究所 

平成 30 年 8 月 22 日 

「科学技術指標 2018」について 

科学技術・学術政策研究所（NISTEP, 所長 坪井 裕）では、日本及び主要国の科学

技術活動を客観的・定量的データに基づき体系的に分析した「科学技術指標 2018」を

取りまとめました。「科学技術指標 2018」から見た最新の日本の状況は以下の通りです。 

主要な指標を見ると、日本の研究開発費、研究者数は共に主要国(日米独仏英中韓の

7 か国)中第 3 位、論文数(分数カウント)は世界第 4 位、注目度の高い論文数(分数カウ

ント)では世界第 9 位、パテントファミリー(2 か国以上への特許出願)数では世界第 1

位です。これらは昨年と同じ順位です。 

日本の大学と民間企業との共同研究実施件数及び研究費受入額は着実に増加してい

ます。企業の論文数は減少していますが、そのうちの産学共著論文数の割合は増加し

ており、企業の論文を生み出すような研究活動における大学の重みが増しています。 

「科学技術指標」は、科学技術活動を「研究開発費」、「研究開発人材」、「高等教育と

科学技術人材」、「研究開発のアウトプット」、「科学技術とイノベーション」の 5 つのカ

テゴリーに分類し、約 160 の指標で日本及び主要国の状況を表しています。本報告書は

毎年公表しており、論文及び特許の指標については、NISTEP 独自の調査分析結果の最新

値が掲載されています。 

今回の「科学技術指標 2018」で新たに掲載した指標には、「大学等における研究者の任

期の状況」、「社会科学の論文動向についての試行的分析」、「論文の被引用度とパテント

ファミリーからの引用の関係」、「自動車製造業の特許出願動向」等があります。全体で

は 21 の指標について、新規に掲載又は可視化方法の工夫を行いました。また、NISTEP 創

立 30 周年を記念して、科学技術指標の誕生期から開発期にかけてのエピソード等につい

てのコラムも掲載しました。 

「科学技術指標 2018」の概要は次ページからの通りです。 

 

※ 本報告書は、下記のウェブサイトで電子媒体を入手することが可能です。 

 

＜お問合せ＞ 

科学技術・学術政策研究所 科学技術・学術基盤調査研究室 担当：神田、伊神 

TEL：03-6733-4910（直通) FAX: 03-3503-3996 

e-mail：indicat@nistep.go.jp ウェブサイト：http://www.nistep.go.jp/ 
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概 要 

 

「科学技術指標」は、我が国の科学技術活動を客観的・定量的データに基づき、体系的に把握するた

めの基礎資料であり、科学技術活動を「研究開発費」、「研究開発人材」、「高等教育と科学技術人材」、

「研究開発のアウトプット」、「科学技術とイノベーション」の 5 つのカテゴリーに分類し、約 160の指標で我

が国の状況を表している。本概要では「科学技術指標 2018」において、注目すべき指標を紹介する。今

版では、コラムに掲載したものも含めて、21 の指標について、新規に掲載又は可視化方法の工夫を行っ

た。 

なお、本年は科学技術・学術政策研究所の創立 30 周年に当たることから、科学技術指標の生みの親

である丹羽冨士雄氏に、科学技術指標の誕生期から開発期にかけてのエピソードとこれからへの期待を

寄稿して頂いた。 

 

１．研究開発費から見る日本と主要国の状況 

(1) 日本の研究開発費総額は、米国、中国に続く規模であり、2016 年では 18.4 兆円（OECD 推計：

16.9 兆円）である。 

2016 年の日本の研究開発費総額は、18.4 兆円（日本(OECD 推計)：16.9 兆円）であり、対前年比は

-2.7％(日本(OECD 推計)：-3.0％)である。米国は世界第 1 位の規模を保っており、2016 年では 51.1 兆

円である。中国は 2016 年では 45.2 兆円となり、長期的に増加傾向にある EU を超えている。 

日本の研究開発費の対前年比を部門別で見ると、公的機関では-7.3％、企業では-2.7％、大学では

-1.1％（OECD 推計による大学では-2.7％）である。 

 

【概要図表 1】 主要国の研究開発費総額の推移：名目額（OECD 購買力平価換算）  
 

 
参照：科学技術指標 2018 図表 1-1-1 
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(2) 部門別で見ると、いずれの主要国でも企業が多くを占めている。 

部門別では、いずれの主要国でも企業の研究開発費が最も大きい。この傾向はアジア諸国で顕著で

ある。欧州主要国では比較的、企業とそれ以外の部門での差異が少ない。 
 

【概要図表 2】 主要国における部門別の研究開発費：名目額(OECD 購買力平価換算) 

 

参照：科学技術指標 2018 図表 1-1-6 
 

 

(3) 日本の研究開発費の流れを見ると、企業の負担割合が最も大きく、そのほとんどは企業へ流

れている。企業から大学への流れは小さく、大学の使用額全体の 2.8％である。 

日本(OECD推計)を用いて負担部門から使用部門への研究開発費の流れを見ると、企業の負担割合

が最も大きく、そのほとんどは企業へ流れている。企業から大学への流れは小さく、大学の使用額全体

の 2.8％である。政府から他部門への研究開発費は公的機関への流れが最も大きく 48.6％であり、これ

に大学が 42.9％と続く。 
 

【概要図表 3】 日本（OECD 推計）の負担部門から使用部門への研究開発費の流れ(2016 年） 

 
参照：科学技術指標 2018 図表 1-1-5 
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(4) 日本の製造業の研究開発費を見ると、「コンピュータ、電子・光学製品製造業」が減少する一

方、「輸送用機器製造業」は増加し続け、2015 年では 3.6 兆円となっている。 

米国では、製造業、非製造業共に拡大している。なかでも「情報通信業」の増加が突出している。日

本、ドイツ、韓国は、製造業が大きく、非製造業は小さい傾向にある。ドイツは、米国ほどではないが、製

造業、非製造業共に拡大する傾向にある。フランス、英国では、他国と比べて非製造業の重みが大きい

傾向にある。 

【概要図表 4】 主要国における企業の産業分類別研究開発費 

 
参照：科学技術指標 2018 図表 1-3-6 

 

(5) 日本企業の外部支出研究開発費は、長期的に増加している。なかでも海外への支出の増加

の度合が大きい。大学への支出に注目すると国内の国公立大学への外部支出が多い。 

日本の企業が、外部に支出している研究開発費を見ると、長期的に増加している。国内と海外を比較

すると、海外への支出の方が増加の度合が大きい。内訳を見ると、国内、海外ともに会社への外部支出

が一番大きい。大学への支出に注目すると、国内の国公立大学への外部支出が一番多く、2016 年度で

は、これに海外の大学、国内の私立大学が続いている。 
 

【概要図表 5】 日本企業における外部支出研究開発費の推移 
 

 (A)外部支出研究開発費の内訳 （B）大学への外部支出研究開発費の内訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：1)1999、2000 年度は総額のみを示している。2013 年度より、海外への外部支出研究開発費の内訳（会社、大学、その他）が計測されるようになった。 

2)概要図表 5(B)において 2012 年度以前の海外の大学は掲載していない。 
参照：科学技術指標 2018 図表 1-3-11
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２．研究開発人材から見る日本と主要国の状況 

(1) 日本の研究者数は 2017 年において 66.6 万人であり、中国、米国に次ぐ第 3 位の規模を持っ

ている。部門別で見ると、ほとんどの国で企業の研究者数が最も多い。 

日本の研究者数は 2017 年において 66.6 万人（実数(HC: Head Count)値は 91.8 万人）であり、中国、

米国に次ぐ第 3 位の研究者数の規模を持っている。韓国の研究者数は 2010 年以降ではフランス、英国

を上回り、最新年ではドイツと同程度となっている。部門別では、ほとんどの国で研究開発費と同様に企

業の研究者数が最も多いが、英国については大学の研究者数が最も多い。 

 

【概要図表 6】 主要国の研究者数の推移 

注：中国の 2008 年までの研究者の定義は、OECD の定義には完全には対応しておらず、2009 年から計測方法を変更したため、2008 年以前と 2009 年以
降では差異がある。その他の国の国際比較や時系列比較についての注意事項については、本編参照のこと。 

参照：科学技術指標 2018 図表 2-1-3 

 

【概要図表 7】 主要国の部門別研究者数 
 

 
注：1)全ての国は FTE 値である。 

2)米国は OECD による見積もり数値であり、近年、企業部門以外の数値がないため、企業とそれ以外について数値を示した。 
参照：科学技術指標 2018 図表 2-1-7 
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(2) 日本の製造業では工学系の専門的知識を持つ研究者が多くを占める。 

産業分類別に、その業種に所属する研究者の専門分野を見ると、製造業で多くを占める「輸送用機

械器具製造業」では「機械・船舶・航空」分野を専門とする研究者が多く、「情報通信機械器具製造業」

では「電気・通信」分野を専門とする研究者が多い。非製造業の「情報通信業」では「情報科学」を専門と

する研究者が多くを占めている。他の産業分類では「情報科学」を専門とする研究者は少ない。 
 

【概要図表 8】 日本の企業における研究者の専門分野(2017 年) 

注：HC 値である。（ ）内は研究者数である。 
参照：科学技術指標 2018 図表 2-2-8 
 

 

(3) 日本の女性研究者の数は 2017 年時点では 144,126 人であり、ほぼ一貫して増加傾向にある。

各国とも女性研究者の割合が小さいのは企業であり、大学での割合はどの国においても大き

い傾向にある。 

日本の女性研究者の数は 2017 年時点では 144,126 人であり、ほぼ一貫して増加傾向にある。割合に

ついても、着実に増加している。また、2017 年の女性の博士号保持者は 29,114 人である。2016 年と比

較すると 5.6％の増加率であり、女性研究者数全体の増加率 4.1％より大きい。部門別の状況を見ると、

各国とも企業における女性研究者の割合は小さく、大学では大きい傾向にある。 

 
【概要図表 9】 日本の女性研究者数と割合 

(HC 値） 

参照：科学技術指標 2018 図表 2-1-11 

 

【概要図表 10】 主要国の女性研究者数の部門 
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(4) 日本の新規採用研究者に占める女性の割合は、いずれの部門においても、研究者全体に占

める女性の割合よりも大きい。 

新規採用研究者においては、いずれの部門でも女性と比べて男性が多い。新規採用研究者に占め

る女性の割合は、研究者全体に占める女性の割合よりも大きい。なお、企業では、男性、女性共に新規

採用研究者数が増加している。転入研究者においては、いずれの部門でも女性と比べて男性の転入研

究者が多い。女性の転入研究者の割合は大学等で大きく、約 3 割である。 
 

【概要図表 11】 日本における男女別研究者の新規採用・転入者 
 

(A)新規採用研究者 (B)転入研究者 

 
参照：科学技術指標 2018 図表 2-1-20 

 

 

(5) 日本の大学等における任期有り研究者は、保健分野における割合が高い。男性研究者と比

べて女性研究者の方が、任期有り研究者の割合が高い傾向にある。 

大学等における任期有りの研究者の割合は、国公私立大学別、学問分野別で見ても、ほとんどの属

性で、男性研究者と比べて女性研究者の方が高い傾向にある。 

学問分野別では保健分野で任期有り研究者の割合が高く、国公私立大学別に見ると、国立大学で高

い傾向にある。保健分野は男女差が少ない傾向であるのに対して、理学、工学、農学では、任期有り研

究者の割合の男女差が著しい。 
 

【概要図表 12】 日本の大学等における研究者の任期の状況（2017 年） 

 
注：1)教員及びその他の研究員を対象としている。 

2)ここでの任期無し研究者は、教員及びその他の研究員のうち、雇用契約期間の定めがない者（定年までの場合を含む）をいう。任期有り研究者とは、
任期無し研究者以外を指す。 

参照：科学技術指標 2018 図表 2-2-14 
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３．大学生・大学院生から見る日本の状況 

(1) 主要国の中では日本のみ人口 100 万人当たりの修士、博士号取得者数が減少している。日

本は他の主要国と比べて、人文・社会科学系における修士、博士号取得者数が少ない。 

人口 100 万人当たりの学士・修士・博士号取得者についての分野バランスを見ると、学士号取得者で

は人文・社会科学系が多くを占めている国が多い。日本においては、修士、博士号取得者になるにつ

れ、自然科学系が多くなる傾向にあるが、他国では修士号取得者でも人文・社会科学系が最も多い若し

くは同程度であり、博士号取得者において自然科学系が最も多くなる傾向にある。 

人口 100 万人当たりの学士・修士・博士号取得者について、日本以外の国は全ての学位で増加して

いる。日本の学士号取得者数は増加しているが、修士号取得者は微減、博士号取得者は減少してい

る。 

 

【概要図表 13】 人口 100 万人当たりの学位取得者数の国際比較 

 

(A)学士号取得者数 

 
 
参照：科学技術指標 2018 図表 3-4-1 

(B)修士号取得者数 

 
 
参照：科学技術指標 2018 図表 3-4-2
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  参照：科学技術指標 2018 図表 3-4-3 
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４．研究開発のアウトプットから見る日本と主要国の状況 

(1) 10 年前と比較して日本の論文数(分数カウント)は微減であり、他国の拡大により順位を下げて

いる。順位の低下は、注目度の高い論文(Top10％補正論文数、Top1％補正論文数)において

顕著である。 

研究開発のアウトプットの一つである論文（自然科学系）に着目すると、論文の生産への貢献度を見る

分数カウント法では、日本の論文数(2014-2016 年(PY)の平均)は、米、中、独に次ぐ第 4 位である。また、

Top10％補正論文数では、米、中、英、独、伊、仏、豪、加に次ぐ第 9 位であり、Top1％補正論文数では

米、中、英、独、豪、仏、加、伊に次ぐ第 9 位である。 

10 年前と比較して、日本の論文数は微減であり、他国の論文数の拡大により順位を下げていることが

分かる。順位の低下は、特に Top10％補正論文や Top1％補正論文といった注目度の高い論文におい

て顕著である。 
 

【概要図表 14】 国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数：上位 10 か国・地域 

(自然科学系、分数カウント法） 

 
注：分析対象は、Article, Review である。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。被引用数は、2017 年末の値を用いている。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-1-6 

論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位 論文数 シェア 順位
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ドイツ 343 5.5 3 ドイツ 524 5.9 3 英国 973 6.9 3
日本 289 4.6 4 日本 356 4.0 4 ドイツ 764 5.4 4
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(2) 日本の「経済学・経営学」や「社会科学・一般」の論文数(整数カウント法)は、過去 20 年間で、

世界全体の論文数よりも大きく伸びており、シェアも増加している。しかし、順位については、

「経済学・経営学」では 10 位から 15 位、「社会科学・一般」では 14 位から 24 位となっている。 

「経済学・経営学」及び「社会科学・一般」について、世界全体の雑誌数及び論文数(SSCI：Social 

Sciences Citation Index に収録されているもの)を見ると、両分野ともに 2005 年以降、雑誌数・論文数が

急激に伸びている。 
 

【概要図表 15】「経済学・経営学」及び「社会科学・一般」の論文・雑誌数(全世界、整数カウント法) 

 
注：1)社会科学・一般：教育学、社会学、法学、政治学等。  
 2)分析対象は、Article, Review である。整数カウント法による。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-1-11 

 

日本の「経済学・経営学」の論文数は、過去 20 年間で 136 件から 565 件へと 4.2 倍に増加した。シェ

アも 1.3％から 2.1％に増加しているが、順位は 10 位から 15 位に低下している。日本の「社会科学・一般」

の論文数も、同期間に 188 件から 868 件へと 4.6 倍に増加した。シェアも 0.6％から 1.0％と増加している

が、順位は 14 位から 24 位に低下している。国・地域別の論文数を見ると、社会科学の中でも、「経済学・

経営学」と、法律・社会制度や言語に左右される研究対象を扱う教育学、法学、政治学などを含む「社会

科学・一般」では、英語圏・非英語圏の国・地域で順位の傾向に違いがある。 

ここでは、英語論文を中心に収録がなされている SSCI を用いて分析を行った。社会科学では、著書

など論文以外の成果の発表手段が重視されることもあるため、社会科学全般の活動状況を SSCI によっ

て計測することは難しい。しかし、世界の論文数は長期的に増加しており、英語論文も成果発表手段と

して一定の役割を果たすようになっていることから、社会科学の研究活動の一部を国際比較可能な形で

計測する一手段となり得ると言える。 
 

【概要図表 16】「経済学・経営学」及び「社会科学・一般」の国・地域別論文数（全世界、整数カウント法） 

 
注：概要図表 15 と同じ。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-1-12 
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(3) 日本は 10 年前から引き続きパテントファミリー（2 か国以上への特許出願）数において、世界

第 1 位を保っている。韓国や中国のパテントファミリー数シェアの増加に伴い、「情報通信技

術」、「電気工学」における日本のシェアは低下している。 

特許出願に着目し、各国・地域から生み出される発明の数を国際比較可能な形で計測したパテントフ

ァミリー数を見ると、1991-1993年は米国が第1位、日本が第2位であったが、2001-2003年、2011-2013

年では日本が第 1 位、米国が第 2 位となっている。日本のパテントファミリー数の増加は、単一国ではな

く複数国への特許出願が増加したことを反映した結果である。中国はパテントファミリー数で見れば、

2011-2013 年で第 5 位であるが、着実にその数を増やしている。 
 

【概要図表 17】 主要国・地域別パテントファミリー数：上位 10 か国・地域 

 
注：パテントファミリーとは優先権によって直接、間接的に結び付けられた 2 か国以上への特許出願の束である。通常、同じ内容で複数の国に出願された

特許は、同一のパテントファミリーに属する。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-2-5 

 

2011-2013 年のパテントファミリー数におけるシェアに注目すると、日本は「電気工学」、「一般機器」が

35％を超えており、「バイオ・医療機器」、「バイオテクノロジー・医薬品」のシェアが相対的に低いというポ

ートフォリオを有している。「情報通信技術」と「電気工学」の世界におけるシェアは、共に 6 ポイント程度

減少している。これは、中国と韓国が急激に世界シェアを増加させているためである。 
 

【概要図表 18】主要国の技術分野毎のパテントファミリー数シェアの比較 

(％、2001-2003 年と 2011-2013 年、整数カウント法) 

 
 
注：概要図表 17 と同じ。概要図表 18 の項目「バイオ・医薬品」は「バイオテクノロジー・医薬品」の略であり、「情報通信」は「情報通信技術」の略である。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-2-10 
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(4) 論文を引用している日本のパテントファミリー数は世界第 2 位であるが、日本のパテントファミリ

ー数に占める割合は小さい。 

科学と技術のつながり(サイエンスリンケージ)を見るために、パテントファミリーが引用している論文の

情報を用いて分析を行った。論文を引用しているパテントファミリー数を国・地域別に見ると、日本は世

界第 2 位である。しかし、日本のパテントファミリーの中で論文を引用しているものの割合は 9.4％であり、

日本の技術は他国と比べて科学的成果を引用している割合が低い。 

他方、パテントファミリーに引用されている論文数では米国に次いで多く、日本の論文は技術に多く引

用されている。 
 

【概要図表 19】 論文を引用しているパテントファミ

リー数：上位 10 か国・地域 

 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-3-2 

【概要図表 20】 パテントファミリーに引用されてい

る論文数：上位 10 か国・地域 

 
参照: 科学技術指標 2018 図表 4-3-3 

 

(5) 論文被引用度の高い論文ほど、パテントファミリーに引用されている論文数割合が高い。つま

り、科学的成果として注目度が高い論文は、技術からの注目度も高い。 

論文被引用度によってパテントファミリーから引用される度合に違いがあるのかを把握するため、パテ

ントファミリーに引用されている論文数の割合を論文被引用度ごとに見る。 

1994 年以降に発行された世界の論文全体のうち 4.2％が、2006-2013 年のパテントファミリーに引用さ

れている。論文被引用度別に見ると、Top1％論文では 31.9％、Top10％論文では 14.9％、Top20％論

文では 11.1％となっており、論文被引用度の高い論文ほどパテントファミリーに引用されている論文数の

割合が高くなっている。Top20％論文までで、パテントファミリーから引用される論文の約半分を占める。 

 
【概要図表 21】 論文被引用度別パテントファミリ

ーに引用されている論文数割合 

 
注：2006-2013 年に出願されたパテントファミリーに引用されている 1994

年以降（直近 20 年）に発行された論文を対象に算定。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-3-9 

【概要図表 22】 パテントファミリー引用論文にお

ける論文被引用度別の論文数と割合 
 

 
 
 
注：概要図表 21 と同じ。 
参照：科学技術指標 2018 図表 4-3-8 
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2 日本 46,826 497,991 9.4 2 日本 82,002 1,900,522 4.3
3 ドイツ 41,870 242,031 17.3 3 ドイツ 75,148 1,924,036 3.9
4 フランス 23,233 90,202 25.8 4 英国 74,823 1,919,295 3.9
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10 インド 9,716 28,608 34.0 10 スイス 22,275 427,917 5.2
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整数カウント 整数カウント



概要 

 

- 12 - 

５．科学技術とイノベーションから見る日本と主要国の状況 

(1) 主要国の産業貿易輸出の構造を見ると、ミディアムハイテクノロジー産業が最も多くを占める

国が多い。日本の輸出の約 6 割をミディアムハイテクノロジー産業が占める。 

2016 年においてミディアムハイテクノロジー産業の割合が大きな国は日本（56.8％）、次いでドイツ

（50.0％）である。中国では、ハイテクノロジー産業が最も多くを占めている(30.4％)。中国は、ミディアム

ロウテクノロジー産業の割合も 27.6％と高く、それぞれの産業が一定の重みを持っている。 
 

【概要図表 23】 主要国の産業貿易輸出割合 

 
 
注：各産業は研究開発集約のレベル(研究開発費/粗付加価値)に基づく OECD の分類による。 
参照：科学技術指標 2018 図表 5-2-1 

 

(2) 日本のハイテクノロジー産業貿易収支比は、主要国の中でも低い数値である。他方、ミディア

ムハイテクノロジー産業においては、日本は主要国で第 1 位を維持している。 

ハイテクノロジー産業貿易収支比を見ると、日本は継続して貿易収支比を減少させており、2016 年の

日本の収支比は 0.75 である。日本のミディアムハイテクノロジー産業貿易収支比は 2.73 であり、主要国

中第 1 位である。推移を見ると、1990 年代中頃に、急激な減少を見せた後は漸減傾向にある。 

 
【概要図表 24】 主要国におけるハイテクノロジー

産業の貿易収支比の推移 

 
注：1)ハイテクノロジー産業とは「医薬品」、「電子機器」、「航空・宇宙」を

指す。 
2)貿易収支比＝輸出額/輸入額 

参照：科学技術指標 2018 図表 5-2-3 

【概要図表 25】 主要国におけるミディアムハイテク

ノロジー産業の貿易収支比の推移 

 
注：1)ミディアムハイテクノロジー産業とは、「化学品と化学製品」、「電気

機器」、「機械器具」、「自動車」、「その他輸送」、「その他」を指す。 
2)貿易収支比＝輸出額/輸入額 

参照：科学技術指標 2018 図表 5-2-5 
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(3) 日本の大学と民間企業との共同研究実施件数及び研究費受入額は着実に上昇している。 

民間企業等との共同研究等にかかる受入額と実施件数を見ると、受入額が最も大きいのは「共同研

究」であり 537 億円、実施件数は 2.3 万件である。大企業からの受入額が多く、同年で 429 億円を占める。

次いで、「治験等」の受入額が大きく、171 億円である。 
 

【概要図表 26】 日本の大学の民間企業等との共同研究等にかかる受入額(内訳)と実施件数の推移 

 
 
注：共同研究：機関と民間企業等とが共同で研究開発することであり、相手側が経費を負担しているもの。受入額及び件数は、2008 年度まで中小企業と

小規模企業と大企業に分類されていた。 
受託研究：大学等が民間企業等から委託により、主として大学等が研究開発を行い、そのための経費が民間企業等から支弁されているもの。 
治験等：大学等が外部からの委託により、主として大学等のみが医薬品及び医療機器等の臨床研究を行い、これに要する経費が委託者から支弁され

ているもの。治験以外の病理組織検査、それらに類似する試験・調査も含む。 
寄附講座・寄附研究部門：国立大学のみの値。 

参照：科学技術指標 2018 図表 5-4-6 

 

(4) 日本の企業による論文数は減少しているが、そのうちの産学共著論文数の割合は増加してい

る。 

日本の企業による論文数は減少しているが、そのうちの産学共著論文数(日本の企業と大学等による

共著論文数)の割合は増加している。産学共著論文数の割合は 1982 年には 22％であったが、2015 年

には 67％となっており、企業での論文を生み出すような研究活動における大学等の重みが増している。 

分野別で見ると、企業の論文数は、多くの分野で減少している。物理学、基礎生命科学等における企

業の論文数の減少は非産学共著論文数の減少による。臨床医学及び環境・地球科学では企業の論文

数は増加しているが、それに対する産学共著論文の増加への寄与は大きい。 
 

【概要図表 27】 日本の企業における産学共著論

文の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：分析対象は、Article, Review であり、整数カウント法を用いた。3 年移

動平均値である。 
参照：科学技術指標 2018 図表 5-5-1 

 

【概要図表 28】 日本の企業における産学共著論

文の分野別状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：概要図表 27 と同じ。 
参照：科学技術指標 2018 図表 5-5-2
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科学技術・学術政策研究所創立 30 周年記念コラム：科学技術指標の開発に携わって 
科学技術指標の生みの親である丹羽冨士雄氏に、科学技術指標の誕生期から開発期にかけてのエピソードとこれからへの期待を寄稿して頂きました。 
 

1．はじめに 

科学技術・学術政策研究所1が発足して 30 年を

迎え、その間政府の科学技術政策のシンクタンク

として枢要な機能を果たし、進化し続けてこられた

ことは関係者の認めるところである。 

科学技術指標の開発は研究所の活動として創

立当初からの重要な役務の一つであり、最近は毎

年報告書として公刊されている。 

著者は指標の開発に関わり、その担当者として

研究所発足時に第 2 研究グループの総括主任研

究官に任じられた。本コラムでは、著者と指標との

関わり、指標開発の様子、今後の期待等を紹介さ

せていただきたい。 

2．科学技術指標の誕生期 

科学技術指標開発の始まりは、科学技術政策

研究所の前身である資源調査所の時代に遡る。

筑波大学の助教授であった筆者に当時の所長か

ら電話があり、科学技術指標の開発に着手するの

で参加して欲しいとの依頼があった。 

科学技術指標のための研究委員会が 1984 年

に立ち上げられ、研究者の一人として、参加する

ことになった。委員会は月に 1 回程度の開催だっ

たと思うが、ほぼ毎回筆者が前回での議論の内容

を KJ 図解2にし、次回の議論の初めにスチールボ

ードに貼り出し、簡単に説明した。議論は上からと

下からの 2 方向から行った。上からとは指標の理

念は何か、指標開発の目標は何か、必要とされる

具体的な指標は何か、などである。例えば、新聞

の発行部数や書籍、なかでも科学技術関連書籍

の発行部数など、文化や歴史、思想に関するもの

まで幅広く提出された。存在するか否かは問わず、

理念から必要な指標を列挙した。他方、下からと

は具体的に入手できる統計は何か、どのように分

析したら指標にできるのか、国際比較するために

                             
1 発足時は科学技術政策研究所。2013 年に改組された。本稿では、基本的

に、組織名等は当時の名称で記述している。 

2 KＪ法 川喜田二郎氏（元東京工業大学教授）が考案した創造性開発（また

は創造的問題解決）の技法。蓄積された情報から必要なものを取り出し、関

連するものをつなぎあわせて整理し、統合する手法の一つである。 

どうしたらよいか、などを議論した。当時、指標の

源になる統計は総務庁の科学技術研究調査ばか

りでなく、文部省、科学技術庁、通産省、法務省な

ど多くの省庁にあること、重要な調査も継続的でな

いものがあることなどが分かった。 

指標の研究で最も参考にしたのは、当時世界

で唯一の報告書型の指標であった米国の指標報

告書(Science Indicators)だった。なお、報告書の

初版は 1972 年刊行であるが、その 2 年前に専門

家委員会を発足させ、我々と同じように目的や意

義、内容等について充実した議論をし、それを報

告書として発刊していた。そこで我々は NSF

（National Science Foundation）を訪問し3、発行担

当の責任者に会い、専門家委員会、意義、目的の

他具体的な統計の収集方法や分析法、編集等に

ついて聞いた。編集に compile という言葉を多用し、

プログラムの機械語翻訳という意味に慣れていた

著者には新鮮であった。報告書の利用について

は、全国会議員の事務室に数部ずつ配布されて

いるということで、科学技術予算や研究施設、性別

や人種差別問題などで引用されるとのことであっ

た。日本の作業を報告したところ、随時協力すると

のことであった。 

また、著者はかなりの頻度で研究会に議論すべ

き論点等をメモと言う形で提出した。例えば、なぜ

今指標の開発が必要かという点では、日本の科学

技術の状況を全体的に計量的に把握する、海外

に発信する（日本からの発信が強く求められてい

た）、我が国の科学技術政策の策定に活用する、

国民に現状を知らせるなどである。また、個別の

指標を論ずることは適切でなく、科学技術活動の

全体を把握するものでなければならないこと、活

動を直接支える活動から、それを支援するもの、さ

らにそれを支えるものと続き、活動の結果も直接

的なものから間接的なものへと進む、など。研究

                             
3 報告書は NSB(National Science Board)発行になっているが、実際に作成し

ているのは NSF である。 
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会では、これを素材にしてさらに精緻に議論を進

めていった。 

3．科学技術指標の開発期 

（1）指標の体系 カスケード構造 

このようにして得られたのが科学技術指標の体

系である。米国でも OECD でもこのような議論はさ

れていなかったようである。構造は、一国の科学

技術活動を把握するためには、全体的および総

合的に理解する必要があり、そのためには細部か

ら構造化された全体的な体系が必要であるという

主張である。概要図表 29 では水が上から下へ階

段に沿って流れ落ちるような形態をしているので

カスケード構造と名付けられた。 
 

【概要図表 29】 カスケード構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
資料：科学技術政策研究所、「体系科学技術指標一我が国の科学技術活動
－」NISTEP REPORT No.19 (1991 年 9 月) 
 

上から下への流れは主要な影響の流れであり、

当然至る所でフィードバックが発生することは言う

までもない。また、体系の頂点、即ち出発点にある

のは社会的支援であり、これは国民の支援が重要

であることを意味している。一方、最底部にあるの

は社会性であり、これは国民が製品の購入やシス

テムの活用で利便を得たり、ノーベル賞などで誇

りを得たりすることを意味している。即ち、体系は、

国民の支持から始まり、国民の受容で終わってい

ることを太い柱にしている。 

後年になり評価論が議論されたが、この体系の

下部は、Output、Outcome、Impactに合致する。ま

た National Innovation System 論の視点からは、主

体（Actor）間の関係ではなく、主体の活動による

機能の関係を示すものと言える。特に機能間の相

互関係を示唆するものになっている。 

研究会では、指標の機能には、現状報告型、判

定型（個別目的の達成度を判定する合成指標）、

政策評価型の 3 つの型があると考えた。加えて、

当初の報告書は現状報告型が望ましいとする方

針を示した。図にはかっこ（［ ］）内に指標数が示

してある。これはそのカテゴリーに属する具体的な

指標を列挙し、その数を示したものである。これら

をまとめた報告書は素案の段階から何度も資源調

査会で報告し、調査会報告書となった。 

（2）指標報告書の刊行と指標研究 

1988 年に資源調査所が科学技術政策研究所

に改組された。筆者は第2研究グループの総括主

任研究官になり、科学技術指標の更なる開発を進

めることになった。 

指標の開発は、先の資源調査会で承認された

報告書の枠を基に進めて行った。具体的には、列

挙された指標の存否を確認すること、継続性や定

義との合致性など適切性を判断すること、他に適

切な指標があるか捜すことなどであった。特に、最

後の作業においては、カスケード構造という体系

があるので、体系の位置から検討して適切性を判

断できた。体系はまさに羅針盤という働きをしてく

れた。このような作業を積み上げて、1991 年に最

初の報告書「体系科学技術指標」を発刊すること

ができた。刊行は第 2 研究グループだけでなく全

所をあげて尽力いただいた賜物であった。 

一般に社会調査では、その目標が3分類されて

いる。それは国勢調査など基盤的なもの、問題を

解決するための支援になるもの、理論の構築に資

するものの 3 つである。先述のように、最初の指標

は基盤的なものをと決められていた。筆者達はそ

の枠組みに従いつつも将来の展開を思えば、問

題解決型、研究型も重要と考え、その開発に努力

した。問題解決型では、例えば日本では科学技術

科学技術の社会的支援基盤 [3]

教育基盤 [6]

社会基盤 [4] 

経済基盤 [4] 

研究開発入力要素 [8] 

科学技術基盤

研究開発要素系

研究開発体制系

研究開発評価系

研究開発体制 [8] 

研究開発支援体制 [4] 

研究評価 [5]

研究開発支援要素 [6] 

研究開発基盤

{ 研究開発活動 }

規格・基準 [3]

サービス [3]

産業経済寄与 [6]

研究開発成果

革新性貢献 [3]

直接効果 [7]

間接効果 [8]

技術評価 [4]

知識増加貢献 [6]

注）　[  ] 内の数字はそのカテゴリーに属する指標の数を示す。

社会寄与 [6]

科学技術の社会性 [3]

知的価値

私有財的価値

公共財的価値

科学技術の寄与

図　0-1-1　科学技術指標の体系

国際寄与 [6] 

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)
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活動の入力側が充実しつつあるのに対し、論文や

その被引用数など出力側が相対的に弱いこと、技

術は強いが科学や理論が弱いことなどを指標で

示そうとした。その後ポスドク問題などいくつもの

指標が開発されている。 

（3）科学技術総合指標 

研究型では、当初はレベルの高いものではな

かった。まず、一変数の時系列分析に加えて、二

変数の時系列関係を見ようとした。具体的には、

研究開発費と研究者数や GDP との関係、論文や

特許とそれらの被引用数等、枚挙に暇がない。こ

れらは二変数の関係を数量的に見て、その因果

関係や各国の相違の背景にあるものを推定しよう

としたものである。また、図表も工夫した。二変数

の時系列表示もその例であり、その他研究開発費

の負担側から使用側への移動はエネルギー変換

で使用される例に倣って、流れ図で表現した。こ

れらの成果は以後の指標報告書だけではなく、科

学技術白書や科学技術要覧等の国内、さらに、外

国の指標報告書にも採用されている。 

科学技術総合指標（General Indicator of S&T、

GIST）の開発は典型的な研究型である。日米英独

仏5 か国の 12 の基本的で比較可能な指標を対象

に、因子分析と主成分分析を施した。因子分析で

は対象国の科学技術活動の構造を明らかにする

ことができた。それは、研究、技術、開発というもの

で OECD の論理を具体的な統計で支持するもの

となった。同時に各国の時系列の動きを示すこと

ができ、日本は開発側、フランスは研究側、米独

はその中間にあり、各国とも開発側に移動してい

る。これらの動きの解釈については様々な議論を

楽しむことができた。 

また、主成分分析法を用いた総合科学技術指

標では、米国が大きいばかりではなく大きく伸びて

おり、日本は 2 位だが欧州諸国と共にその伸びは

小さかった。1990年頃にはほぼ人口比であった総

合指標比は、2010 年頃には米国の値は日本の 4

倍程になった。この図を紹介する度に科学技術総

合力の格差の拡大に警鐘を鳴らし続けてきた。 

指標の多変量解析についてはその後も続け、

IMD （ International Institute for Management 

Development）の科学技術の競争力に関するデー

タに共分散構造分析を応用した。その結果、科学

技術競争力が、パワー、集約度、マネジメント政策、

人材の 4 つで構成されること、科学技術活動は直

接経済発展(GDP)に貢献せず、間に科学技術マ

ネジメント政策(産学連携や知財制度の整備等)が

充実している必要があることを示した。 

（4）国際発信の取組 

①日本での国際会議 

研究所として重視したのは国際発信であった。

まず研究所自身が 1990 年から 3 回にわたり国際

会議4を主催した。アジアでこのような会議を開くの

は初めてであり、参加者も国際的に著名な錚々た

る研究者達5だった。筆者は、最初の国際会議で

は、指標の体系化、2 年目では研究開発の多様化、

3 年目では科学技術活動の発展モデルを発表し

た。これは、産業、技術、科学、人材の諸相が順に

発展し、各前者が各後者の発展の牽引力となり、

各相内でもまず量が拡大し次いで質が高度化す

るというものである。いずれも指標で表示した。 

②OECD NESTI への参加 

国際発信の第2 は OECD の指標開発専門家グ

ループ（NESTI）会合への出席で、著者はそのメン

バーになった。グループはそれまで日本からのメ

ンバーを希望していたにも関わらず、適切な窓口

がなく、関連部署に招待状を出していたが、欠席

の返事しかなかったと言う。 

会合は年に2度ほどあり、フラスカティ・マニュア

ルを始原とする各種科学技術指標や既存以外の

指標のマニュアル化を検討していた。グループに

は検討メンバーの他に、文書化や分析を担当する

メンバーもおり充実していた。筆者は、まず日本が

本格的に科学技術指標の開発に取り組み出した

                             
4 1990 年に開催された「科学技術政策研究国際コンファレンス」であり、第 1

回のテーマは「What should be done? What can be done?」 
5 主な研究者は、Richard R. Nelson (Columbia University, U.S.A)、Lewis M. 

Branscomb (Harvard University, U.S.A )、Don E. Kash (The University of 

Oklahoma, U.S.A)他、海外からの参加者は数十名に及ぶ。筆者と Don E. 

Kash 教授とはオクラホマ大学を訪問し、最新の研究を交換していた。教授は

日本の科学技術を研究されており、筆者の研究開発の多様化の研究（まず人

材の専門が多様化し、次いで資金配分が多様化する）に興味を示された。 
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こと、検討委員会で議論した理念や体系の紹介、

二変量解析の現状や途中経過の報告などを行っ

た。メンバーは温かく迎えてくれた一方で、新参加

者が既にかなりな検討と実績を積みつつあること

に驚いた様子でもあった。 

印象に残ったのは、NESTI の各国がマニュアル

開発の担当を決める時、予測を引き受ける国がど

こも無かった。著者が挙手して引き受ける旨発言

したところ、議長から”Thank you, indeed.”と言われ

た。NESTI についてはその後日本から科学技術・

学術政策研究所の所員や関係者が参加され大活

躍されている。 

研究発表も機会を見つけて精力的に行った。そ

のハイライトは指標の英語版（1992 年刊）を紹介し

た時である。OECD の指標のかなり大きな会合で

発表し、実際に指標の報告書を高く掲げて新刊ほ

やほやの報告書を示した。NESTI の友人からも祝

福された。 

科学技術指標は狭い分野なので、研究を含め

て発表することに努めた。中心は研究・技術計画

学会であったが、他に日本工学アカデミーでも発

表し、それが縁で筆者はアカデミー会員になり、

政策委員会委員になり、科学技術政策の体系化

の提言書を作成し、政策委員会委員長になる出

発点になった、また、国外では、OECD、IAMOT、

後述する STEPAN、AAAS などで発表した。 

③アジア太平洋地域への展開 

もう一つの海外発信はアジア太平洋地域である。

当時 STEPAN（Science and Technology Policy 

Asian Network）というアジア太平洋諸国を対象に

した科学技術政策に関するユネスコのローカル組

織があり、筆者もそのメンバーになった。年 1 回の

会合であったが、筆者は毎回研究発表をした。そ

れには先に紹介した我が国の指標研究の成果ば

かりでなく、アジア諸国を対象にした科学技術経

済データを分析したものも加えた。フランス、オー

ストラリア、フィリピン、インドネシアの研究者や行

政官と情報や意見の交換を深めることができた。 

日本の指標研究が進化していくとその評判を聞

いて科学技術指標開発の研修を依頼されることも

あった。1 週間以上の研修を行ったのは、インドネ

シア、フィリピンそして中国であった。教材には指

標報告書と研究論文を使用した。 

4．おわりに：今後に期待すること 

その後、指標報告書は毎年発行され、内容も充

実していき、それを支える人材も育っている。また、

新しい指標の開発等も随時実施されている。 

筆者達の世代は戦後の貧しい時に育ち、汗水

たらして一生懸命働けば世の中はよくなると確信

して働いてきた。それなのにバブルがはじけて残

ったのは格差である。筆者は今格差を対象にした

政策策定と実施、それを適切に支援するエビデン

ス指標が必須であると考えている。既に格差の状

況に関する統計6は充実しているようである。格差

と科学技術は遠いようであるが、格差は世代を越

えて再生産されるなど広がりと深みが大きいことを

考えるなら、社会科学と科学技術との緊密な連携

が必須である。格差の縮小を目標に、全体的に課

題を把握し、その要因と対策を体系化し、関連す

る統計を収集して、指標化する必要がある。科学

技術指標の開発検討委員会で行ったような熱い

議論はできないものであろうか。 

また基盤型では、いわゆるソフトパワーの指標

が充実されることを期待したい。国力には経済力

等ばかりでなく、ソフトパワー（文化力）の貢献も大

きいと言われている7。現状の科学技術指標は経

済力に関連の深いものが多い。しかし、科学技術

活動は体系化でも示したように、文化に関係する

ものも多い。科学技術自身が文化の一部である。

先端の科学技術は文化と関係して文化の発展に

大きく寄与し、社会の急激な革新に貢献している。

文化力と言っても未だ定義は曖昧のようであるし、

どのような指標が収集できるか明確ではない。し

かし、文化がパワーになることは確実であるし、そ

うだとすれば、その開発に着手しても遅くないであ

ろう。 

（客員研究官 丹羽 冨士雄）

                             
6 「社会階層と社会移動調査（SSM 調査）」など。 
7 Joseph Samuel Nye, Jr. (Harvard University, U.S.A ) 
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科学技術指標の特徴 

 

科学技術指標は、毎年刊行しており、その時点での最新値を紹介している。原則として毎年

データ更新され、時系列の比較あるいは主要国間の比較が可能な項目を収集している。 

 

各国が発表している統計データを使用 

科学技術指標で使われている指標のデータソースは、できる限り各国が発表している統計デ

ータを使用している。また、各国の統計の取る方がどのようになっていて、どのような相違が

あるかについて、極力明らかにしている。 

 

論文・特許データベースについて当研究所独自の分析の実施 

論文データについては、クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML の書誌デー

タを用いて、当研究所で独自の集計をし、分析している。また、集計方法も詳細に記載し、説

明している。 

特許関連の指標のうち、パテントファミリーのデータについては、PATSTAT（欧州特許庁の

特許データベース）の書誌データを用いて、当研究所で独自の集計をし、分析している。また、

集計方法も詳細に記載し、説明している。 

 

国際比較や時系列比較の注意喚起マークの添付 

必要に応じ、グラフに「国際比較注意」    「時系列注意」   という注意喚起マー

クを添付してある。各国のデータは基本的には OECD のマニュアル等に準拠したものであるが、

実際にはデータの収集方法、対象範囲等の違いがあり、比較に注意しなければならない場合が

ある。このような場合、「国際比較注意」マークがついている。また、時系列についても、統

計の基準が変わるなどにより、同じ条件で継続してデータが取られておらず、増減傾向などの

判断に注意する必要があると考えられる場合には「時系列注意」というマークがついている。

なお、具体的な注意点は図表の注記に記述してあるので参照されたい。 

 

統計集（本報告書に掲載したグラフの数値データ）のダウンロード 

本報告書に掲載したグラフの数値データは、以下の URL からダウンロードできる。 

http://www.nistep.go.jp/research/science-and-technology-indicators-and-scientometrics/indicators 

本編中の図表の下に示している参照とは、統計集における表番号を示している。 

国際比較

注意

時系列

注意


